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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】
　平成22年６月30日付をもって提出いたしました第83期（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）有価証券報告書の記

載内容の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであり

ます。

 

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第５　経理の状況

１　連結財務諸表等

(1）連結財務諸表

注記事項

（税効果会計関係）

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は　線で示しております。
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第一部【企業情報】
第５【経理の状況】
１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

【注記事項】

（税効果会計関係）

（訂正前）

前連結会計年度
（平成21年３月31日）

当連結会計年度
（平成22年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳
 
（繰延税金資産）  

退職給付引当金否認額 274,151千円

役員退職慰労引当金否認額 154,977千円

未実現利益 258,444千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 61,069千円

償却資産減損損失累計額 3,308千円

固定資産減損損失累計額 260,037千円

投資有価証券評価損 52,501千円

繰越欠損金 173,600千円

その他 38,106千円

繰延税金資産小計 1,276,198千円

評価性引当額 △522,589千円

繰延税金資産合計 753,609千円

（繰延税金負債）  

固定資産圧縮積立金 185,182千円

その他有価証券評価差額金 31,567千円

その他 2,024千円

繰延税金負債合計 218,774千円

繰延税金資産の純額 534,834千円

　

 
（繰延税金資産）   

退職給付引当金否認額  274,952千円

役員退職慰労引当金否認額  155,943千円

未実現利益  258,866千円

貸倒引当金損金算入限度超過額  51,047千円

償却資産減損損失累計額  3,157千円

固定資産減損損失累計額  294,230千円

投資有価証券評価損  40,614千円

繰越欠損金  47,966千円

その他  34,702千円

繰延税金資産小計  1,161,482千円

評価性引当額  △557,387千円

繰延税金資産合計  604,094千円

（繰延税金負債）   

固定資産圧縮積立金  168,759千円

その他有価証券評価差額金  85,976千円

繰延税金負債合計  254,736千円

繰延税金資産の純額  349,358千円

　

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

に含まれております。

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

に含まれております。
 

流動資産－繰延税金資産 89,935千円

固定資産－繰延税金資産 458,046千円

流動負債－繰延税金負債 －

固定負債－繰延税金負債 △13,147千円
　

 
流動資産－繰延税金資産 73,875千円

固定資産－繰延税金資産 290,750千円

流動負債－繰延税金負債 －

固定負債－繰延税金負債 △15,267千円
　

  

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主な項目別の内訳

税金等調整前当期純損失であるため、記載を省略し

ております。

 
法定実効税率 40.7％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 5.5

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目
△0.5

連結内受取配当金消去 1.0

のれん償却額 3.9

住民税等均等割額 3.2

投資有価証券評価損売却時期未定額 △2.8

その他 △0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 50.6
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（訂正後）

前連結会計年度
（平成21年３月31日）

当連結会計年度
（平成22年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳
 
（繰延税金資産）  

退職給付引当金否認額 274,151千円

役員退職慰労引当金否認額 154,977千円

未実現利益 258,444千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 61,069千円

償却資産減損損失累計額 3,308千円

固定資産減損損失累計額 260,037千円

投資有価証券評価損 52,501千円

繰越欠損金 173,600千円

その他 38,106千円

繰延税金資産小計 1,276,198千円

評価性引当額 △522,589千円

繰延税金資産合計 753,609千円

（繰延税金負債）  

固定資産圧縮積立金 185,182千円

その他有価証券評価差額金 31,567千円

その他 2,024千円

繰延税金負債合計 218,774千円

繰延税金資産の純額 534,834千円

　

 
（繰延税金資産）   

退職給付引当金否認額  274,952千円

役員退職慰労引当金否認額  155,943千円

未実現利益  258,866千円

貸倒引当金損金算入限度超過額  51,047千円

償却資産減損損失累計額  3,157千円

固定資産減損損失累計額  248,280千円

投資有価証券評価損  40,614千円

繰越欠損金  47,966千円

その他  34,702千円

繰延税金資産小計  1,115,532千円

評価性引当額  △511,437千円

繰延税金資産合計  604,094千円

（繰延税金負債）   

固定資産圧縮積立金  168,759千円

その他有価証券評価差額金  85,976千円

繰延税金負債合計  254,736千円

繰延税金資産の純額  349,358千円

　

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

に含まれております。

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

に含まれております。
 

流動資産－繰延税金資産 89,935千円

固定資産－繰延税金資産 458,046千円

流動負債－繰延税金負債 －

固定負債－繰延税金負債 △13,147千円
　

 
流動資産－繰延税金資産 73,875千円

固定資産－繰延税金資産 290,750千円

流動負債－繰延税金負債 －

固定負債－繰延税金負債 △15,267千円
　

  

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主な項目別の内訳

税金等調整前当期純損失であるため、記載を省略し

ております。

 
法定実効税率 40.7％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 5.5

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目
△0.5

連結内受取配当金消去 1.0

のれん償却額 3.9

住民税等均等割額 3.2

評価性引当額の増減 △2.8

その他 △0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 50.6
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